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  （百万円未満切捨て）

１．平成30年７月期第３四半期の業績（平成29年８月１日～平成30年４月30日） 

（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年７月期第３四半期 7,938 － △56 － △80 － △84 － 

29年７月期第３四半期 － － － － － － － － 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年７月期第３四半期 △4.31 － 

29年７月期第３四半期 － － 
（注）１．当社は、平成30年２月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。 
２．平成29年７月期第３四半期及び平成30年７月期第３四半期の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」につ

いては、潜在株式は存在するものの、当社株式は平成30年４月30日において非上場であり、期中平均株価が把
握できず、かつ、１株当たり当期純損失金額であるため記載しておりません。 

 

（２）財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

30年７月期第３四半期 5,070 3,101 61.1 

29年７月期 4,869 3,009 61.8 
 
（参考）自己資本 30年７月期第３四半期 3,100 百万円   29年７月期 3,007 百万円 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

29年７月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

30年７月期 － 0.00 －    

30年７月期（予想）       0.00 0.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．平成30年７月期の業績予想（平成29年８月１日～平成30年７月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 10,515 37.0 50 － 9 － 6 － 0.31 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

当社は、平成30年２月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該
株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。 



※  注記事項 

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更    ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                  ：無 

③  会計上の見積りの変更                    ：無 

④  修正再表示                              ：無 

 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年７月期３Ｑ 25,017,000 株 29年７月期 14,775,900 株 

②  期末自己株式数 30年７月期３Ｑ － 株 29年７月期 － 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 30年７月期３Ｑ 19,528,805 株 29年７月期３Ｑ 14,775,900 株 

（注）当社は、平成30年２月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式

数」を算定しております。 

 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 （将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意

事項等については、添付資料Ｐ.３「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）業績予想などの将来予測情報に関

する説明」をご覧ください。 

 

 （四半期決算補足説明資料及び四半期決算説明会内容の入手方法について） 

 当社は、平成30年６月14日に機関投資家及び証券アナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。当日使用する決

算説明資料は、当社ホームページに掲載します。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、景気拡張期間が継続し戦後最長に迫る勢いとなりましたが、混迷

する国際情勢や米中貿易摩擦の深刻化等景気の先行きに不透明感が残る状況となりました。 

 印刷業界においては、引き続きデジタルメディアの拡大とともに従来型の紙媒体の需要がゆるやかに減少傾向に

あるものの、印刷EC業界は潜在需要が大きく、市場は拡大しております。 

 運送業界においては、配送需要の急激な伸びによってドライバー不足が深刻化している中、宅配便大手企業が相

次いで運賃値上げを行っており、各企業においても輸送コストの増大への対処が喫緊の課題となっております。 

 このような状況の中、当社は、基幹事業である「印刷事業」及び「運送事業」の新規顧客の獲得とサービス向上

に注力し、両事業ともユーザーインターフェイスの改善や登録ユーザー数増加に向けたマーケティング等の先行投

資を行ってまいりました。 

 この結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高は7,938百万円、営業損失は56百万円、経常損失は80百万

円、四半期純損失は84百万円となりました。 

 

   セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

 ①印刷事業 

印刷事業においては、自動データチェック入稿機能及びデザインテンプレートの拡充等顧客満足度の更なる

向上に努めたことで、新規顧客の獲得が進みリピート購入数も好調に推移いたしました。この結果、売上高は

7,544百万円、セグメント利益は1,366百万円となりました。 

 

 ②運送事業 

運送事業においては、各企業が輸送コストの増大に課題を抱えている中で積極的な提案活動を行ったことに

より、顧客基盤は順調に拡大しております。また登録ドライバー数の増加にも努めており、年末の12月及び多

くの企業で年度末にあたる３月の配送需要にも対応できたことが売上拡大へと繋がりました。この結果、売上

高は345百万円、セグメント損失は50百万円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

 ①流動資産 

 当第３四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末と比べ50百万円増加し3,883百万円となりまし

た。これは主に現金及び預金が228百万円減少した一方で、売掛金が291百万円増加したことによるものであり

ます。 

 

 ②固定資産 

 当第３四半期会計期間末における固定資産は、前事業年度末と比べ150百万円増加し1,187百万円となりまし

た。これは主に建物が124百万円、差入保証金が47百万円増加したことによるものであります。 

 

    ③流動負債 

 当第３四半期会計期間末における流動負債は、前事業年度末と比べ163百万円増加し1,659百万円となりまし

た。これは主に買掛金が231百万円、未払消費税等が76百万円増加した一方で、未払金が145百万円減少したこ

とによるものであります。 

 

    ④固定負債 

 当第３四半期会計期間末における固定負債は、前事業年度末と比べ53百万円減少し310百万円となりました。 

これは主に長期借入金が129百万円、リース債務が27百万円減少した一方で、資産除去債務が102百万円増加し

たことによるものであります。 

 

    ⑤純資産 

 当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末と比べ91百万円増加し3,101百万円となりました。 

これは主に資本金が88百万円、資本準備金が88百万円増加した一方で、四半期純損失84百万円を計上したこと

によるものであります。なお、平成29年10月27日開催の定時株主総会において、繰越利益剰余金の欠損の填補

を目的として資本準備金の額の減少及び剰余金の処分について付議し、承認可決されました。これに伴い、資

本準備金1,015百万円をその他資本剰余金へ振り替え、その他資本剰余金1,175百万円を繰越利益剰余金に振り

替えております。 
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 （３）業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成30年７月期の業績予想については、概ね当初計画どおり推移していることから、通期の業績予想について

は、前回発表予想を修正しておりません。 
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

    （単位：千円） 

  前事業年度 
(平成29年７月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成30年４月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,025,445 2,796,961 

売掛金 728,219 1,019,428 

前払費用 42,160 47,731 

未収還付法人税等 7,636 － 

未収消費税等 9,739 － 

その他 19,490 19,152 

貸倒引当金 △191 △268 

流動資産合計 3,832,500 3,883,005 

固定資産    

有形固定資産    

建物 56,569 191,309 

減価償却累計額 △13,093 △23,667 

建物（純額） 43,475 167,642 

機械及び装置 582,936 582,936 

減価償却累計額 △105,377 △149,097 

機械及び装置（純額） 477,558 433,838 

工具、器具及び備品 25,706 33,180 

減価償却累計額 △10,169 △15,021 

工具、器具及び備品（純額） 15,536 18,159 

リース資産 170,000 170,000 

減価償却累計額 △42,500 △55,249 

リース資産（純額） 127,500 114,750 

有形固定資産合計 664,070 734,389 

無形固定資産    

ソフトウエア 66,601 54,287 

無形固定資産合計 66,601 54,287 

投資その他の資産    

投資有価証券 90,000 90,000 

関係会社株式 82,440 127,666 

差入保証金 134,149 181,551 

投資その他の資産合計 306,589 399,218 

固定資産合計 1,037,262 1,187,896 

資産合計 4,869,763 5,070,901 
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    （単位：千円） 

  前事業年度 
(平成29年７月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成30年４月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 597,255 828,411 

短期借入金 260,000 220,000 

1年内返済予定の長期借入金 194,868 197,218 

リース債務 33,767 35,836 

未払金 344,822 199,460 

未払法人税等 2,765 26,133 

未払消費税等 － 76,300 

前受金 33,680 34,976 

ポイント引当金 4,486 － 

その他 24,231 40,883 

流動負債合計 1,495,876 1,659,219 

固定負債    

長期借入金 286,298 156,814 

リース債務 77,958 50,816 

資産除去債務 － 102,751 

固定負債合計 364,256 310,381 

負債合計 1,860,133 1,969,601 

純資産の部    

株主資本    

資本金 100,000 188,598 

資本剰余金    

資本準備金 3,922,672 2,995,937 

その他資本剰余金 160,076 － 

資本剰余金合計 4,082,749 2,995,937 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 △1,175,411 △84,173 

利益剰余金合計 △1,175,411 △84,173 

株主資本合計 3,007,338 3,100,362 

新株予約権 2,291 938 

純資産合計 3,009,629 3,101,300 

負債純資産合計 4,869,763 5,070,901 
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（２）四半期損益計算書

（第３四半期累計期間）

  （単位：千円） 

 
 当第３四半期累計期間 
(自 平成29年８月１日 

 至 平成30年４月30日) 

売上高 7,938,376 

売上原価 5,951,524 

売上総利益 1,986,851 

販売費及び一般管理費 2,043,517 

営業損失（△） △56,665 

営業外収益  

受取利息 45 

受取配当金 780 

雑収入 1,211 

営業外収益合計 2,036 

営業外費用  

支払利息 10,464 

株式交付費 15,128 

雑損失 193 

営業外費用合計 25,786 

経常損失（△） △80,416 

税引前四半期純損失（△） △80,416 

法人税、住民税及び事業税 3,757 

法人税等合計 3,757 

四半期純損失（△） △84,173 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

（１）当社は、平成29年12月21日付で、Ａ種優先株主及びＢ種優先株主の株式取得請求権の行使を受けたことによ

り、全てのＡ種優先株式及びＢ種優先株式を自己株式として取得し、対価として当該Ａ種優先株主及びＢ種

優先株主にＡ種優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、平成29年12

月８日開催の取締役会決議により、同月21日付で当該Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の全てを消却しており

ます。

（２）平成30年１月16日開催の取締役会において、株式分割（普通株式１株につき、100株の割合をもって分割）

を決議し、平成30年２月１日を基準日として株式分割を行いました。

（３）平成30年１月30日付で、当社役員が保有する第２回新株予約権、第５回新株予約権及び第７回新株予約権に

ついて権利行使による払込を受けました。この結果、資本金が88,598千円、資本準備金が88,598千円増加い

たしました。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

当第３四半期累計期間（自 平成29年８月１日 至 平成30年４月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 調整額 
（注）２ 

四半期 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

  印刷事業 運送事業 計 

売上高              

外部顧客への 
売上高 

7,544,034 345,117 7,889,152 49,224 7,938,376 － 7,938,376 

セグメント間 
の内部売上高 
又は振替高 

－ 5,889 5,889 － 5,889 △5,889 － 

計 7,544,034 351,007 7,895,041 49,224 7,944,265 △5,889 7,938,376 

セグメント利益 
又は損失（△） 1,366,299 △50,680 1,315,618 24,927 1,340,546 △1,397,212 △56,665 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システム構築支援事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,397,212千円には、各報告セグメントに配分していない全社費

用が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（重要な後発事象）

当社は、平成30年５月31日付で東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。当社は上場にあたり、平成30年

４月27日及び平成30年５月15日開催の取締役会において、次のとおり新株式の発行を決議し、平成30年５月30日に払

込が完了いたしました。 

この結果、平成30年５月30日時点の資本金は1,922,973千円、発行済株式総数は27,517,000株となっております。 

 

① 募集方法 一般募集（ブックビルディング方式による募集）

② 募集株式の種類及び数 普通株式  2,500,000株

③ 発行価格 １株につき   1,500円

④ 引受価額 １株につき 1,387.50円

⑤ 資本組入額 １株につき  693.75円

⑥ 発行価額の総額 3,750,000千円 

⑦ 引受価額の総額 3,468,750千円

⑧ 資本組入額の総額 1,734,375千円

⑨ 払込期日 平成30年５月30日

⑩ 資金の使途
広告宣伝費、新規サービスの開発に係る人件費及びシステム外注費、並びに人材採

用費及び人件費等に充当する予定であります。
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